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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

　業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1)　業務の適正を確保するための体制

①当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

1) 当社及び子会社の行動指針として、「わたしたちの行動指針」を制定する。

2) 各組織の単位（部・室・工場・子会社）で必要に応じて「行動規範」を策定する。

3) 取締役の主導の下で、法令の遵守に努め、その状況を定期的に検証するなど、コン

プライアンスについて体系的に取り組む仕組みを整備する。

4) 企業倫理やコンプライアンスに関する事項を審議する「企業倫理委員会」を設置す

る。

5) 企業倫理及び各種不正に関する問題について提案を受け付ける「内部通報窓口」を

設置する。

②当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

当社において取締役の職務の執行に係る情報としては、以下の文書に記載、記録する。

・　取締役会議事録

・　常務会の資料及び議事録

・　業務執行に係る方針書・稟議書等の書類

これらの情報については、当社の「文書帳票管理規程」及び「IATF16949品質マニュア

ル」に基づき、保存・管理を行う。

③当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社及び子会社のリスクマネジメントについては、以下の通り取り組む。

1) リスクマネジメントに関する取り組みを推進する組織体制を確立する。

2) 「危機管理マニュアル」を規定する。

3) 取締役の主導の下で、リスクの予防に努め、その状況を定期的に検証するなど、体

系的に取り組む仕組みを整備する。

④当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

1) 当社は取締役会の監督機能と執行機能の分離による意思決定の迅速化及び業務執行

の効率化を確保するため、執行役員制度を採用する。

2) 当社は定例の取締役会を原則月１回開催し、重要事項の決定ならびに取締役の業務

執行状況の監督を行う。

3) 当社は他部門の情報・ノウハウのトランスファーを図る目的として全取締役・執行

役員参画の役員連絡会を原則隔週１回開催する。

4) 当社は取締役会の決定した基本方針に基づき、意思決定の迅速化と業務運営の効率

化を図る目的として、取締役社長を含む常務取締役以上による常務会を原則隔週１

回開催し、重要な業務執行への対応を行う。
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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

5) 当社及び子会社は「職務権限規程」及び「関係会社管理規程」に沿って適正かつ効

率的に職務の執行が行われる体制を整える。地域毎に海外拠点を統括する事業統括

者と当社取締役等との事業統括会議を定期的に開催し、各地域の執行状況の報告、

課題の検討等を行う。

⑤当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

1) 当社及び子会社は、「わたしたちの行動指針」やコーポレート・ガバナンスに関す

る基本方針の共有を図ると共に、子会社においても各国の法令や各社の業態に合わ

せた自己検証を行い、コーポレート･ガバナンスの充実に努める。

2) 子会社の業務執行における経営の重要事項に関しては、社内規程に基づき、当社へ

の事前承認または当社への報告を求めると共に、当社の管理部署が子会社から事業

計画等の報告を定期的に受ける。

3) 業務監査室が、各部門の業務遂行状況の監査を行うと共に、子会社の監査も行う。

⑥監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する

事項ならびに当該使用人の取締役からの独立性及び当該使用人に対する指示の実効性の確保

に関する事項

　当社は、社長直属の業務監査室を設置する。業務監査室は「内部監査規程」に基づき、監

査役より監査業務の要求のあるときは協力し、当該使用人は監査役の監査業務に関し監査役

の指揮命令下に置くものとする。また、その監査業務に関して、取締役等の指揮命令を受け

ないものとする。業務監査室の人事については、人事担当取締役と監査役が意見交換を行

う。

⑦当社及び子会社の取締役及び使用人が当社監査役に報告するための体制その他の監査役への

報告に関する体制

1) 当社の取締役及び子会社の取締役・監査役及び使用人は、当社監査役から業務執行

について報告を求められた場合、または会社に重大な影響を及ぼす事項、法令違反

等の不正行為、重大な不当行為その他これに準ずる事項ならびにその恐れのある事

実を知った場合には、延滞なく当社監査役に報告するための体制

2) 当社及び子会社は当社監査役に対して下記の事項を報告する体制

・内部統制システムの整備状況

・コンプライアンス、リスクマネジメントに係る自己検証の結果

・「内部通報窓口」の運用状況

・内部監査状況及び内部監査の結果

・その他、監査役報告基準に記載されている報告

3) 当社及び子会社は上記の報告を行った役職員に対し、当該報告をしたことを理由と

して不利益な取扱いを受けないことを確保する体制
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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

⑧監査役の職務の執行について生じる費用の前払または償還の手続その他の当該職務の執行に

ついて生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査役がその職務について、当社に対し、会社法第388条に基づく費用の前払い

等の請求をしたときは担当部署において、審議の上、速やかに当該費用または債務の処理を

する。

⑨その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

・　業務監査室との連携

・　会計監査人との連携

・　代表取締役との意見交換

・　常務会その他の重要な会議への出席

(2)　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

①コンプライアンス

　従業員のコンプライアンス意識を向上させるため、法令の施行・改正にともない、社内規

程の整備を実施し、コンプライアンス遵守のための各種教育・研修を実施いたしました。

　代表取締役社長を委員長とした企業倫理委員会を設置し、行動規範の啓蒙活動、内部通報

窓口の運用状況等について監督を行い、社内規則に則り懲戒処分を含めた対応を実施し再発

防止策を講じました。

　内部通報窓口の運用状況につきましては、企業倫理委員会メンバーほか、監査役にも報告

をいたしました。

②リスク管理体制

　リスクマネジメントにつきましては、グループ全体として未然防止及びリスク発生時の対

応を体系的に取り組むための体制（日本プラスト・コーポレートガバナンス委員会）を整備

しており、実態把握・予防・対策を実施いたしました。

　大規模災害などの全社レベルの危機に対しては、危機管理マニュアルに基づき、危機対応

訓練や従業員の安否確認訓練を行いました。

　機密情報漏洩リスクの観点からは、「日本プラスト・セキュリティ・ポリシー」に則り、

また、財務報告関連リスクに関しては「財務報告に係る内部統制の構築及び評価の基本方針

書」に則り、整備・運用評価の実施を行いました。特に昨今のサイバーセキュリティリスク

に備えるための体制強化ならびに会社全体のITリテラシー向上のための強化施策を実施しま

した。

③取締役の職務執行

　「内部統制システム整備の基本方針」に基づき、取締役会を20回開催し、重要事項の決定

ならびに取締役の業務執行状況の監督を行いました。

　また、常務会、役員連絡会、海外事業推進会をそれぞれ定期的に開催しました。

④グループガバナンス体制

　当社及び国内外子会社の全社員に、「わたしたちの行動指針」を配布し、周知を図ってお

ります。
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業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針

　また、日本プラスト・コーポレートガバナンス委員会主導のもと、各海外拠点（子会社）

に設置されたコーポレートガバナンス委員会と連携し、定期的に業務に関連して遵守すべき

法令や配慮すべきリスクの抽出、「日本プラストコーポレートガバナンスチェックリスト」

に基づく自己検証の実施及び四半期ごとの経営に影響を及ぼす事項の報告により、コンプラ

イアンスやリスクマネジメントについて体系的な検証・改善に取り組みました。

⑤監査役の職務執行

　「監査役への報告基準」に基づき、関係する取締役や組織から、当社及び国内外子会社な

どの営業の状況、コンプライアンスやリスクマネジメントなどの内部統制システムの整備及

び運用の状況などについて報告をうけ、必要に応じて助言を行いました。

　内部監査部門である業務監査室との間で、監査方針や監査スケジュールについて緊密に連

絡調整を行い、当社及び海外子会社に対し、業務遂行状況について監査を実施しました。

　会計監査人との間で意見交換を行い、会計監査の計画や結果などについて説明・報告を受

けました。

　また、常務会その他の重要な会議に出席するだけでなく、代表取締役との間で意見交換を

行いました。

　会社の支配に関する基本方針
　特に記載すべき事項はありません。

－ 4 －
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 3,206 5,213 18,813 △233 27,000

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － △291 － △291

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

－ － 56 － 56

自 己 株 式 の 取 得 － － － △0 △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

－ － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － △234 △0 △234

当 期 末 残 高 3,206 5,213 18,579 △234 26,765

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為替換算調整
勘 定

退職給付に係
る調整累計額

そ の 他 の
包括利益累
計 額 合 計

当 期 首 残 高 1,685 2,569 △197 4,057 31,057

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － △291

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

－ － － － 56

自 己 株 式 の 取 得 － － － － △0

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

△25 3,065 675 3,715 3,715

当 期 変 動 額 合 計 △25 3,065 675 3,715 3,480

当 期 末 残 高 1,659 5,635 478 7,773 34,538

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

　連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

連結子会社の数　　　　　　　　12社

連結子会社の名称

（海外子会社）

ニートン・オート・プロダクツ、ニホンプラストメヒカーナ、ニホンプラストインド

ネシア、ニートン・ローム、中山富拉司特工業有限公司、ニホンプラストタイラン

ド、ニホンマグネシオ、武漢富拉司特汽車零部件有限公司、ニートン・オート・メヒ

カーナ、ニホンプラストメヒカーナ・テマスカルシンゴ、ニホンプラストベトナム

（国内子会社）

エヌピーサービス株式会社

②　非連結子会社の状況　　　　　　０社

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

持分法適用の非連結子会社又は関連会社数

１社

（会社名）

日本プラスト運輸株式会社

②　持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の状況

０社

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

①　在外連結子会社の決算日は、12月31日であり連結計算書類の作成に当たっては、同日現在

の計算書類を採用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結

上必要な調整を行っております。

②　国内連結子会社の事業年度末日は、連結会計年度末日と同一であります。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの …時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 ………………移動平均法による原価法

デリバティブ …………………………時価法

棚卸資産

製品、仕掛品、原材料 ………………主として総平均法による原価法

在外連結子会社は、主として先入先出法による低

価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

－ 6 －
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連結注記表

貯蔵品

金型 ……………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

その他 …………………………………最終仕入原価法による原価法

在外連結子会社は、主として先入先出法による低

価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却方法

有形固定資産

（リース資産を除く） ………………定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　３～50年

機械装置及び運搬具　　２～９年

工具、器具及び備品　　２～20年

無形固定資産

（リース資産を除く） ………………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては社内に

おける利用可能期間に基づく定額法

リース資産

所有権移転外ファイナンス

リース取引に係るリース資産 ………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法

③　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 ………………………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

賞与引当金 ………………………………従業員の賞与の支払いに充てるため、支給対象期

間に対応した支給見込額を計上しております。

役員賞与引当金 …………………………役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度におけ

る支給見込額に基づき計上しております。

製品保証引当金 …………………………製品に係る市場回収措置に伴う損失の支払いに備

えるため、当社及び一部の連結子会社が求償を受

けると見込まれる金額を計上しております。

役員株式給付引当金 ……………………役員への当社株式の給付に充てるための引当であ

り、当連結会計年度に負担すべき給付見込額を計

上しています。
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連結注記表

④　収益及び費用の計上基準

当社グループは主として自動車部品の製造・販売を行っており、国内外の完成車メーカー

を顧客としております。当社グループでは、主に完成した製品を顧客に納入することを履行

義務として識別しており、原則として、顧客が製品を検収した時点で当該製品に対する支配

が顧客に移転することから、履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識してお

ります。これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概

ね４ヶ月以内に回収しており、重大な金融要素は含んでおりません。

⑤　退職給付に係る会計処理の方法

(ｲ)退職給付見込額の期間帰属方法

　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

(ﾛ)数理計算上の差異の費用処理方法

　　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度か

ら費用処理しております。

⑥　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

⑦　重要なヘッジ会計の方法

(ｲ)ヘッジ会計の方法

　　　主として繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップについて特例処理の

要件を満たしている場合には特例処理を採用しております。

(ﾛ)ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

　ヘッジ手段…金利スワップ　　　　　　　　　ヘッジ対象…借入金

(ﾊ)ヘッジ方針

　　　金利変動による借入債務の損失可能性を軽減する目的で行っております。

(ﾆ)ヘッジの有効性評価の方法

　　　金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しておりま

す。
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２．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。

以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。法人

税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基

準第20－３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65

－２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更に

よる連結計算書類に与える影響はありません。また、連結会社間における子会社株式等の売却に

伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する

改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用しております。なお、当

該会計方針の変更による連結計算書類に与える影響はありません。

（「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」の適

用）

「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務

対応報告第46号 2024年３月22日）を当連結会計年度の期首から適用しております。なお、当該

会計方針の変更による連結計算書類への影響は軽微であります。

３．会計上の見積りに関する注記

(1) 製品保証引当金の算定

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

製品保証引当金　2,112百万円

②　会計上の見積りの内容の理解に資する情報

当社グループは、製品に係る市場回収措置に伴う損失の支払いに備えるため、当社及び

一部の連結子会社が求償を受けると見込まれる金額を製品保証引当金として計上しており

ます。

その見積り方法は、主に顧客からのクレーム情報に基づき、対象となる製品の不具合発

生台数及び台あたり費用を予測し、加えて過去の不具合対応費用の実績及び発生原因の責

任割合等を用いて算出しております。

これらの見積り要素のうち、不具合発生台数及び責任割合には相対的に高い不確実性が

含まれているため、見積りの前提条件の変化等によって実際の費用の発生が異なり、製品

保証引当金の追加計上又は戻入が必要となった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類

に重要な影響を与える可能性があります。
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（単位：百万円）

当連結会計年度

繰延税金資産 －

繰延税金資産

（繰延税金負債と相殺前の金額）
550

（単位：百万円）

当連結会計年度

有形固定資産 29,719

無形固定資産 355

減損損失 1,607

(2) 当社の繰延税金資産の回収可能性

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②　会計上の見積りの内容の理解に資する情報

当社の繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基

準委員会 企業会計基準適用指針第26号）に従って、将来減算一時差異の解消又は税務上

の繰越欠損金の課税所得との相殺により、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると認

められる範囲内で認識しております。繰延税金資産の回収可能性は、「繰延税金資産の回

収可能性に関する適用指針」に基づく企業分類、将来加算一時差異の解消スケジュール、

タックス・プランニングも含む将来の課税所得に基づいて判断しております。

将来の課税所得の見積りは、翌期事業計画を基礎としており、新規受注の獲得見込みを

含む生産数量の増加を主要な仮定として織り込んでおりますが、将来の市場動向、経済環

境等の変動による影響を受けます。これらの将来に係る見積りの諸条件の変化により、翌

連結会計年度以降の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

(3) 固定資産の減損

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

②　会計上の見積りの内容の理解に資する情報

当社グループの海外連結子会社の一部は国際財務報告基準を適用しており、固定資産が

含まれる資金生成単位について、減損の兆候があると認められる場合には減損テストが実

施されます。その結果、回収可能価額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額は回収可能

価額まで減額され、帳簿価額の減少額は減損損失として認識されます。また、回収可能価

額は使用価値と処分コスト控除後の公正価値のいずれか高い方として算定されます。

当連結会計年度において、５. 連結損益計算書に関する注記「減損損失」に記載のとお

り、中国での日系自動車メーカーの販売苦戦の影響等による市場環境の悪化により収益性

が低下していることから、当社グループの中国拠点において減損の兆候があると判断され

ました。これを受け、当連結会計年度において減損テストが実施されており、1,607百万

円の減損損失が計上されました。なお、回収可能価額として処分コスト控除後の公正価値

が用いられました。処分コスト控除後の公正価値の評価については、見積方法及びインプ

ットデータの選択に当たり、評価に関する高度な専門知識が必要となります。

固定資産の減損の検討にあたっては、将来の市場動向、経済環境等の変化によりその見

積りや判断の見直しが必要となる可能性があり、その場合には、翌連結会計年度以降の連

結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。
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有形固定資産の減価償却累計額 120,575百万円

（単位：百万円）

場所 用途 種類 金額

中山富拉司特工業有限公司

（中華人民共和国広東省）
事業用資産

建物及び構築物 179

機械装置及び運搬具 647

工具、器具及び備品 198

武漢富拉司特汽車零部件有限公司

（中華人民共和国湖北省）
事業用資産

機械装置及び運搬具 409

工具、器具及び備品 172

計 1,607

４．連結貸借対照表に関する注記

５．連結損益計算書に関する注記

減損損失

当連結会計年度において、当社グループは次の資産グループについて減損損失を計上いたし

ました。

(1) 減損損失を認識した資産グループの概要

(2) 資産のグルーピングの方法

当社グループは、減損損失を把握するにあたり、原則として事業用資産については、管理

会計上の区分に基づきグルーピングを行っています。

(3) 減損損失の認識に至った経緯

当社の子会社である中山富拉司特工業有限公司及び武漢富拉司特汽車零部件有限公司は、

日系自動車メーカーの販売苦戦の影響等による市場環境の悪化により、固定資産の一部回収

が困難と判断したため、減損損失を計上しております。

(4) 回収可能価額の算定方法

回収可能価額は、処分コスト控除後の公正価値により算定しております。
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普通株式 19,410,000株

決 議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基 準 日 効力発生日

2024年６月27日
定時株主総会

普通株式 145 7.50 2024年３月31日 2024年６月28日

2024年11月８日
取締役会

普通株式 145 7.50 2024年９月30日 2024年12月９日

決 議 予 定 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配当額

（円）
基 準 日 効力発生日

2025年６月27日
定時株主総会

普通株式 145 利益剰余金 7.50 2025年３月31日 2025年６月30日

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の種類及び総数

(2) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

（注）１．2024年６月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託(ＢＢＴ)制度

に関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が所有する当社株式に対する配当金３

百万円が含まれております。

２．2024年11月８日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託(ＢＢＴ)制度に

関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が所有する当社株式に対する配当金３

百万円が含まれております。

(3) 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

（注） 配当金の総額には、株式給付信託(ＢＢＴ)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信

託Ｅ口)が所有する当社株式に対する配当金３百万円が含まれております。
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（単位：百万円）

連結貸借対照表
計上額(＊１)

時価(＊１) 差額

①投資有価証券

その他有価証券 3,486 3,486 －

②長期借入金
（１年内返済予定の長期借入金を含む)

(8,008) (7,868) 139

③デリバティブ取引（＊２） 406 406 －

７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入

により資金を調達しております。

　営業債権である電子記録債権及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理部署である経

理部において、取引先ごとに期日管理及び残高管理を行うことによりリスク低減を図っており

ます。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把

握を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金については、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日であ

ります。

　借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の長期借

入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しており

ます。なお、デリバティブは内部管理規程に従い、主として実需の範囲で行うこととしており

ます。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2025年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額23

百万円）は、「その他有価証券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、

預金、電子記録債権、売掛金、支払手形及び買掛金及び短期借入金は短期間で決済されるため

時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

(*)１. 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

２. デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味

の債務となる項目については、（　）で示しております。
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（単位：百万円）

区分 時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 3,486 － － 3,486

デリバティブ取引

通貨関連 － 406 － 406

（単位：百万円）

区分 時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 7,868 － 7,868

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により

算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を

分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

投資有価証券は、全て上場株式であり相場価格を用いて評価しております。上場株式は活

発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

デリバティブ取引

為替予約の時価は、取引先金融機関から提示された時価を用いており、その時価は為替レ

ート等の観察可能なインプットを用いて算出されていることから、レベル２の時価に分類し

ております。金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と

一体として処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めております。

長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時価

206 1,628

（単位：百万円）

金額

日産自動車株式会社グループ向け 81,038

本田技研工業株式会社グループ向け 33,614

その他 5,939

顧客との契約から生じる収益 120,591

（単位：百万円）

金額

ハンドル 31,644

エアバッグ 30,861

樹脂部品 58,057

その他 29

顧客との契約から生じる収益 120,591

１株当たり純資産 1,824円28銭

１株当たり当期純利益 ２円97銭

８．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社は、静岡県において、賃貸用の土地を有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価等に関する事項

(注)時価の算定方法は、不動産鑑定評価額に合理的な調整を行って算出した金額によっておりま

す。

９.収益認識に関する注記

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　得意先別に分解した収益の情報は次の通りであります。

　製品別に分解した収益の情報は次の通りであります。

(2) 収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要

な事項に関する注記　(4) 会計方針に関する事項　④　収益及び費用の計上基準」に記載のと

おりであります。

10．１株当たり情報に関する注記

(注)当連結会計年度において、株式給付信託(ＢＢＴ)制度に関する株式会社日本カストディ銀行

(信託Ｅ口)が所有する当社株式は、１株当たり純資産の算定上、期末発行済株式総数から控

除する自己株式に含めており、また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計

算において控除する自己株式に含めております。

11．重要な後発事象に関する注記

　　該当事項はありません。

12．その他の注記

　　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（2024年４月１日から2025年３月31日まで） （単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

そ の 他
資 本
剰 余 金

資 本
剰 余 金
合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金
合 計資産買換

差益積立金
固定資産
圧縮積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 3,206 802 4,411 5,213 69 107 3,932 4,108

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － － － － － － △291 △291

当 期 純 利 益 － － － － － － 3,612 3,612

自 己 株 式 の 取 得 － － － － － － － －

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

－ － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － － 3,321 3,321

当 期 末 残 高 3,206 802 4,411 5,213 69 107 7,254 7,430

株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産 合 計
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 △218 12,309 1,685 13,995

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 － △291 － △291

当 期 純 利 益 － 3,612 － 3,612

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 － △0

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）

－ － △25 △25

当 期 変 動 額 合 計 △0 3,321 △25 3,296

当 期 末 残 高 △219 15,631 1,659 17,291

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

　個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 有価証券の評価方法及び評価基準

子会社株式及び関連会社株式 ………移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの …時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 ………………移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価方法及び評価基準

製品、仕掛品、原材料 ………………総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品

金型 ……………………………………個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定）

その他 …………………………………最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

(3) 固定資産の減価償却方法

有形固定資産

（リース資産を除く） ………………定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物　　　　　　　　　　　３～50年

　機械及び装置　　　　　　　２～９年

　工具、器具及び運搬具　　　２～20年

無形固定資産

（リース資産を除く） ………………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づく定額法

リース資産

所有権移転外ファイナンス

リース取引に係るリース資産 ………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法

(4) 引当金の計上基準

貸倒引当金 ……………………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

賞与引当金 ……………………………従業員の賞与の支払いに充てるため、支給対象期間

に対応した支給見込額を計上しております。

役員賞与引当金 ………………………役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給

見込額に基づき計上しております。

製品保証引当金 ………………………製品に係る市場回収措置に伴う損失の支払いに備え

るため、当社が求償を受けると見込まれる金額を計

上しております。
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退職給付引当金 ………………………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法

により、それぞれ発生の翌事業年度より費用処理し

ております。

役員株式給付引当金 …………………役員への当社株式の給付に充てるための引当であ

り、当事業年度に負担すべき給付見込額を計上して

います。

(5) 収益及び費用の計上基準

当社は主として自動車部品の製造・販売を行っており、国内外の完成車メーカーを顧客とし

ております。当社では、主に完成した製品を顧客に納入することを履行義務として識別してお

り、原則として、顧客が製品を検収した時点で当該製品に対する支配が顧客に移転することか

ら、履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。これらの履行義務

に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね４ヶ月以内に回収してお

り、重大な金融要素は含んでおりません。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

 ①ヘッジ会計の方法

     主として繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップについて特例処理の

要件を満たしている場合には特例処理を採用しております。

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ　　　　　　　ヘッジ対象…借入金

 ③ヘッジ方針

     金利変動による借入債務の損失可能性を軽減する目的で行っております。

 ④ヘッジの有効性評価の方法

     金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しておりま

す。

(7) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理方法は、連結計算書類におけるこれら

の会計処理方法と異なっております。
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２．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以

下「2022年改正会 計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しています。法人税等の

計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っています。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

（「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」の適

用）

「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務

対応報告第46号 2024年３月22日）を当事業年度の期首から適用しております。なお、当該会計

方針の変更による計算書類への影響は軽微であります。

３．表示方法の変更に関する注記

（損益計算書）

前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「補助金収入」（当事業年度は、2百万円）

は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より、営業外収益の「その他」に含めて表示

しております。

４．会計上の見積りに関する注記

(1) 製品保証引当金の算定

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

製品保証引当金　1,951百万円

②　会計上の見積りの内容の理解に資する情報

当社は、製品に係る市場回収措置に伴う損失の支払いに備えるため、当社が求償を受け

ると見込まれる金額を製品保証引当金として計上しております。

その見積り方法は、主に顧客からのクレーム情報に基づき、対象となる製品の不具合発

生台数及び台あたり費用を予測し、加えて過去の不具合対応費用の実績及び発生原因の責

任割合等を用いて算出しております。

これらの見積り要素のうち、不具合発生台数及び責任割合には相対的に高い不確実性が

含まれているため、見積りの前提条件の変化等によって実際の費用の発生が異なり、製品

保証引当金の追加計上又は戻入が必要となった場合、翌事業年度以降の計算書類に重要な

影響を与える可能性があります。
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当事業年度

繰延税金資産 －

繰延税金資産

（繰延税金負債と相殺前の金額）
550

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 57,026百万円

保証先 保証金額

ニートン・オート・プロダクツ 7,685百万円

ニホンプラストメヒカーナ 4,859

ニートン・オート・メヒカーナ 3,558

ニホンプラストインドネシア 410

短期金銭債権 3,533百万円

短期金銭債務 1,395

売上高 4,548百万円

営業費用 10,949

営業取引以外の取引 2,195

普通株式 452,007株

(2) 繰延税金資産の回収可能性

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

②　会計上の見積りの内容の理解に資する情報

当社の繰延税金資産は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基

準委員会 企業会計基準適用指針第26号）に従って、将来減算一時差異の解消又は税務上

の繰越欠損金の課税所得との相殺により、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると認

められる範囲内で認識しております。繰延税金資産の回収可能性は、「繰延税金資産の回

収可能性に関する適用指針」に基づく企業分類、将来加算一時差異の解消スケジュール、

タックス・プランニングも含む将来の課税所得に基づいて判断しております。

将来の課税所得の見積りは、翌期事業計画を基礎としており、新規受注の獲得見込みを

含む生産数量の増加を主要な仮定として織り込んでおりますが、将来の市場動向、経済環

境などの変動による影響を受けます。これらの将来に係る見積りの諸条件の変化により、

翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

５．貸借対照表に関する注記

(2) 保証債務

関係会社の銀行借入等に対する保証

(3) 関係会社に対する金銭債権・債務

６．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

７．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数

(注)上記には、株式給付信託(ＢＢＴ)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が所

有する当社株式443,900株が含まれております。
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繰延税金資産

賞与引当金 405百万円

退職給付引当金 630

長期未払金 170

役員株式給付引当金 47

製品保証引当金 592

投資有価証券評価損 126

出資金評価損 250

関係会社株式評価損 4,087

減価償却費 9

減損損失 1,299

繰越欠損金 310

繰越外国税額控除 892

その他 373

小計 9,196

評価性引当額 △8,645

繰延税金資産合計 550

繰延税金負債

資産買換差益積立金 △31

固定資産圧縮積立金 △48

その他有価証券評価差額金 △644

その他 △0

繰延税金負債合計 △724

繰延税金負債の純額 △173

８．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
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種 類 会 社 名
議 決 権 等 の
所 有 割 合
（％）

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
（百万円）

科 目
期末残高
（百万円）

子 会 社
ニ ー ト ン ・
オ ー ト ・
プ ロ ダ ク ツ

直接
100.0

当社の自動車部品の販売先
債務保証
技術供与契約
役員の兼任
資金の貸付

債 務 保 証
（注１）

7,685 ― ―

資 金 の 貸 付
（注４）

―
関 係 会 社
長期貸付金

1,900

資 金 の 回 収 ―

利 息 の 受 取 14 ― ―

子 会 社
ニ ホ ン
プ ラ ス ト
メ ヒ カ ー ナ

直接
100.0

当社の自動車部品の販売先
債務保証
技術供与契約
役員の兼任
資金の貸付

債 務 保 証
（注１）

4,859 ― ―

資 金 の 貸 付
（注４）

―
関 係 会 社
長期貸付金

1,080資 金 の 回 収 ―

利 息 の 受 取 8 ―

子 会 社
ニ ー ト ン ・
オ ー ト ・
メ ヒ カ ー ナ

直接
(間接)

100.0
(100.0)

当社の自動車部品の販売先
債務保証
役員の兼任

債 務 保 証
（注１）

3,558 ― ―

子 会 社

中 山 富 拉 司
特 工 業

有 限 公 司

直接
100.0

当社の自動車部品の販売先
技術供与契約
役員の兼任
資金の借入

資 金 の 借 入
（注３）

2,000
関 係 会 社
長期借入金

4,000

資 金 の 返 済 1,000

利 息 の 支 払 19 ― ―

子 会 社
ニホンプラスト
タ イ ラ ン ド

直接
100.0

当社の自動車部品の販売先
当社の自動車部品の購入先
技術供与契約
役員の兼任

営 業 取 引
（部品の購入等）

（注２）
4,536 買 掛 金 654

子 会 社
ニホンプラスト
ベ ト ナ ム

直接
100.0

当社の自動車部品の販売先
当社の自動車部品の購入先
技術供与契約
役員の兼任
資金の貸付

資 金 の 貸 付
（注４）

―
関 係 会 社
長期貸付金

448

資 金 の 回 収 5

利 息 の 受 取 26 ― ―

９．関連当事者との取引に関する注記

子会社等

 (注) １. 当社は、子会社の銀行借入等に対して、債務保証を行っております。

２．価格その他の取引条件は、市場実勢、総原価を勘案して当社が希望価格を提示し、価格

交渉の上で決定しております。

３. 資金の借入については、市場金利を勘案して金利を決定しております。

４. 資金の貸付については、市場金利を勘案して金利を決定しております。
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個別注記表

１株当たり純資産 912円08銭

１株当たり当期純利益 190円57銭

10．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表　

９．収益認識に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。

11．１株当たり情報に関する注記

(注)当事業年度において、株式給付信託(ＢＢＴ)制度に関する株式会社日本カストディ銀行(信

託Ｅ口)が所有する当社株式は、１株当たり純資産の算定上、期末発行済株式総数から控除

する自己株式に含めており、また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算

において控除する自己株式に含めております。

12．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

13．連結配当規制適用会社に関する注記

　該当事項はありません。

14．その他の注記

　該当事項はありません。
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